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Assessment and visualization of the environmental performance of buildings is important. In Japan, 
comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency (CASBEE) has recently been applied to 
the assessment of the environmental performance of buildings in several cities. Purpose of this study was to 
collect these assessment data and to elucidate the relationship between the environmental performance of 
buildings and location characteristics. As a result, the environmental performance of buildings were found to 
differ depending on location and building types. 
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１． 序論 
地球規模での環境問題が深刻化し、国際的に環境に配
慮した建築物（以下、環境不動産）に対する社会的需要が
高まっている。環境不動産の普及を推進する上で、日本や
欧米諸国には CASBEE や BREEAM、LEED といった建築
物の環境性能を評価するツールが整備されている。これ
らのツールは、建築物の環境性能を総合的に評価し、その
結果を万人が理解しやすいよう「見える化」することが特
徴の一つであり、環境不動産の普及を目的に国内外で
様々な研究成果[1][2][3][4][5]が蓄積されつつある。 
竹川ら[4]は自治体版CASBEEの評価結果を収集し実態
を把握している。これを受け、鈴木ら [5]は自治体版
CASBEE の評価結果を収集し、竹川らと同様な実態把握
を行うとともに、地図へデータをプロットし地理空間分
析を用いて建築物の環境性能の地域偏在性を明らかにし
ている。本研究は、鈴木らの継続研究という位置づけのも
と、取り上げた背景や既往研究に基づき、大きく以下 3 つ
の課題解決を目的とする。 
◆ H27, H28 年度における自治体版 CASBEE の評価結
果の収集とデータベースの拡充 
◆ 地理空間分析を用いた建築物の環境性能と立地特性
の関係性の把握 
◆ マルチレベル分析を用いた自治体および建物用途と
建築物の環境性能の関係性の解明 
２． 研究方法 
我が国では、一部の自治体で一定規模以上の建築物を
建設する際に環境計画書の届出を義務付けており、
CASBEE 評価結果の添付が必要となっている。2004 年 4
月に名古屋市が全国で初めてこの制度を導入して以降、
現時点で 24 の自治体が同制度を導入している。これらの
自治体は、届出された CASBEE 評価結果を Web 上に公開
している。本研究では、この Web 上に公開された CASBEE
評価結果を収集し分析する。収集したデータは各自治体
の制度導入初年度から 2016年度までに届出された評価結
果とし、対象項目は建築物名称、建設地住所、建築物用途、
建築主、設計者、敷地面積、延床面積、竣工年、評価に用
いられたソフト、届出年度、各得点（BEE、Q、L、SQ、
SLR、Q1、Q2、Q3、LR1、LR2、LR3）の全 21 項目であ
る。総件数は 2018 年 12 月末時点で 17,317 件となった。 
本研究では、地理情報システム（以下、GIS：Geographic 
Information System）を使用し、収集した CASBEE 評価結
果のデータを地図に落とし込む。GIS では様々な数値情報
を地図上で分析することができるが、GIS を用いて空間分
析を行う際、全ての収集データを地図上にプロットする
必要がある。しかし、本研究で収集した CASBEE 評価結
果に記載されている建設地住所は、地番表示や住居表示
が混在しており、一律に地図へプロットすることができ
ない。そこで全ての収集データを地図上にプロットする
ために、建設地住所の情報を緯度経度情報へ変換する作
業を行った。収集したデータの中には、建設地住所の記載
が市区町村で止まっている建築物が存在した。そこで、こ
のようなデータに関しては、汎用地図サイトを用いて該
当建築物を特定し、それでも確認できないものに関して
は欠損データとして扱った。 
また、収集したデータの中には、同一建築主による複数
棟からなる建築物が存在する。CASBEE を評価する者に
よって、これらを各棟それぞれで CASBEE 評価を実施し
ている場合と、これらを一つの建築物とみなして
CASBEE 評価している場合の二パターンが混在している。
これらのデータを分析する上で、地域ごとに結果が異な
る可能性が生じるため、本研究では複数棟からなる建築
物をそれぞれ CASBEE 評価しているものに関しては、
CASBEE 評価結果を各棟の延床面積で加重平均し、一つ
のデータとして統合して扱った。結果として、地図に落と
し込めた分析データは 11,716 件となった。 
 
３． 研究結果 
（１）収集データの基本統計量 
図 1 に全国 24 自治体における CASBEE 評価結果の届
出件数を示す。全国で初めて CASBEE 評価結果の届出制
度を導入した名古屋市が 2,194 件と最も件数が多い。一
方、千葉市や新潟市などは届出件数が 200 件を下回る結
果となっており自治体によって 2,000m2 以上の建築規模
の開発頻度に大きな差が存在していることが確認された。
図 2 に全 10 用途における CASBEE 評価結果の届出件数
と年度別集計結果を示す。集計対象は単一用途のみとし、
複合用途に関してはひとまとめとし集計した。最も届出
件数が多い用途は集合住宅であり、6,453 件となった。 
図 3 に、本研究で収集した全 CASBEE 評価結果 17,317
件の BEE, Q, L の経年変化を示す。Q に関しては、H16 年
度から H24 年度まで一定の値を示しており、環境品質に
意識した建設が続けられていることが考えられる。しか
し、H24 年度から H28 年度にかけては悪化傾向にある。
一方 L に関しては H16 年度から H22 年度にかけ改善傾向
にあり、環境負荷に配慮した建設が徐々に浸透してきて
いると考えられる。H22 年度から H28 年度にかけては増
減を繰り返している。BEE に関しては、Q・L に影響され
年々変動している。図 4、図 5 に、本研究で収集した全
CASBEE 評価結果 17,317 件の Q1, Q2, Q3, LR1, LR2, LR3
の経年変化を示す。Q1 は H16 年度から H28 年度まで緩
やかな減少傾向となっている。一方、Q2 に関しては H16
年度から H28 年度まで 3.1 辺りを保持し続けている。Q3
に関しては H16 年度から H21 年度まで緩やかに上昇して
おり、H21 年度を境に H28 年度まで減少傾向となってい
る。Q3 は Q と同様な傾向を示しており、Q の変化に対し
て大きな影響を与えていることが確認された。L の構成
要素である LR1, LR2, LR3 の推移を確認すると、L の H16
年度から H22 年度までの減少は、同時期の LR3 の増加が
原因と考えられる。LR2 は Q2 と同様、H16 年度から H28 
図 1 24 自治体における CASBEE 評価結果の届出件数 
図 2 10 用途における CASBEE 評価結果の届出件数 
図 3 CASBEE 評価結果の BEE, Q, L の経年変化 
図 4 CASBEE 評価結果の Q1, Q2, Q3 の経年変化 
図 5 CASBEE 評価結果の LR1, LR2, LR3 の経年変化 
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年度まで大きな変化は確認されなかった。一方、LR1 は
H19 年度から緩やかな増加傾向にある。 
図 6 に本研究で収集した全 CASBEE 評価結果 17,317 件
をプロットした BEE チャートを示す。各ランクの境界線
に着目すると、S ランク付近の A ランクの建築物が少な
くなっており、A ランク付近の S ランクの建築物が多く
なっていることが分かる。CASBEE 評価結果に優遇制度
を設けている自治体が多く存在しており、その条件とし
て A ランクや S ランクが設定されていることが多い。こ
のような背景が一つの要因となり、図のような分布にな
ったと考えられる。 
図 7 に全 CASBEE 評価結果における BEE, Q, L の建築
規模別の変化を示す。本研究では、建築規模の群分けを以
下のように設定した。①2,000m2～5,000m2、②5,000m2～
10,000m2、③10,000m2～。延床面積が増加するほど、Q は
増加し、L は減少している。その結果として、BEE は増加
している。また、届出件数は、2,000m2～5,000m2が最も多
く 8,821 件となった。次いで 5,000m2～10,000m2 の 4,507
件となり、10,000m2～が 3,361 件となった。 
図 8 に優遇制度の有無による全 CASBEE 評価結果の
BEE, Q, L の変化を示す。少なくとも 1 つインセンティブ
が存在する自治体に建設されている建築物はそうでない
建築物と比較し、BEE が 0.1 高いことが確認された。ま
た、L（スコアが低いほど負荷が小さいことを意味し、高
評価となる）は Q と比較して向上幅が大きいことが分か
った。総合設計制度に関する許可条件に CASBEE の評価
結果を利用している自治体に建設されている建築物はそ
うでない建築物と比較し、BEE が 0.02 高いことが確認さ
れた。また、Q に関してはほとんど値が上昇していないこ
とが確認された。顕彰制度が存在する自治体に建設され
ている建築物はそうでない建築物と比較し、BEE はわず
かに高いことが確認されたが、その差は少ない。また、Q
に関しては顕彰制度が存在しない自治体に建設されてい
る建築物はそうでない建築物と比較し、値が低いことも
確認された。 
（２）地理空間分析 
建築物の環境性能が賃料や事業収益に及ぼす影響を定
量化することが、不動産を取り巻くステークホルダーに
対して環境不動産の普及を促す有効的な手段だと考えら
れる。しかし、多くの課題もある。その一つが既往研究で
示されている環境不動産が賃料等へ与える影響は、地域
によって異なる可能性があるということである。賃料は、
駅からの徒歩時間やその土地の価格など、周辺の様々な
立地特性を考慮し決定される。重回帰分析などでは、変数
が与える影響がどの地域でも一定であることを前提とし、
地域による影響度の違いに関しては把握することができ
ない。そこで本節では、地域による影響度の違いも考慮し
分析を行うことができる地理空間加重回帰分析を用いて、
環境不動産が集合住宅の分譲価格に及ぼす影響を把握す
る。紙面の都合上、本論文ではこの地理空間加重回帰分析 
図 6 CASBEE 評価結果の BEE チャート 
図 7 CASBEE 評価結果の BEE, Q, L の規模別の変化 
図 8 優遇制度の有無による CASBEE 評価結果の 
BEE, Q, L の変化 
 
の結果を抜粋し報告する。 
CASBEE 評価結果に集合住宅の分譲価格は記載されて
いない。そのため、当研究室で保有しているデータに集合
住宅の分譲価格を加える必要がある。そこで、集合住宅の
分譲価格のデータとして MRC 社のマンションデータを
利用する。今回は暫定的に横浜市の集合住宅のデータと
MRC社のマンションデータをマッチングし分析を実施し
た。マッチングの際に建築物名称を基準とし、当研究室で
保有している CASBEE 評価結果のデータと MRC 社のデ
ータの照合を行っていくが、竣工前の評価時と実際に竣 
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工した後では名称が変更されている建築物が少なくない。
そこで、建築物名称でマッチング出来なかった物件に関
しては、汎用地図サイトを用いて一つ一つ確認し、照合し
た。結果、横浜市の集合住宅 485 件のデータがマッチン
グした。 
重回帰分析やヘドニックアプローチは、変数が与える
影響がどの地域でも一定であることを前提としている。
しかし、地域によって説明変数が目的変数に与える影響
が異なる場合がある。このような目的変数と説明変数の
関係が地域によって異なる場合、地理空間加重回帰分析
（以下、GWR：Geographically Weighted Regression）を用い
ることが有効とされている。GWR は、地点ごとに異なる
回帰係数を与える局所形の回帰分析である。下記の式 1の
ように重回帰分析などと比較して、地点ごとに回帰係数
を与える特徴がある。 
 
𝓎𝒾 ൌ 𝛼𝒾 ൅ 𝛽ଵ𝒾𝓍ଵ𝒾 ൅ 𝛽ଶ𝒾𝓍ଶ𝒾 ൅ ⋅⋅⋅  ൅𝛽𝓃𝒾𝓍𝓃𝒾 ൅ 𝓊𝒾 （1） 
 
𝒾：地点 𝓎：目的変数 𝓍ଵ, 𝓍ଶ,⋅⋅⋅ 𝓍𝓃：𝓃種類の説明変数 
α：定数項 𝛽ଵ, 𝛽ଶ,⋅⋅⋅ 𝛽𝓃：𝓃種類の回帰係数 𝓊：誤差項 
 
今回は、河端[6]の手順に従い、以下の順序で分析を進
める。①目的変数、説明変数の決定、②GWR の実行、③
GWR の結果の確認、④係数の地図化。手順①では GWR
に投入する変数の決定を行う。本報では、集合住宅の分譲
価格に対する BEE 値の影響を確認するため、目的変数は
横浜市の各集合住宅の平均単価（一坪当たりの分譲価格）
とする。説明変数に関しては、CASBEE 評価結果のデー
タや MRC 社のマンションデータの中から様々な組み合
わせを考慮する必要がある。GWR では、重回帰分析など
と同様に説明変数同士の相関分析を行い、多重共線性の
発生リスクを確認しなければならない。表 1 に候補とな
る説明変数同士の相関分析の結果を示す。今回挙げた変
数は全て正規分布に従わなかったため、ノンパラメトリ
ックな手法である Spearman の順位相関係数（Spearman’ 
 
 
s rank correlation coefficient）を用いた。相関係数が±0.7 を
超えるものは相関があるとみなし、相関が確認された説
明変数のどちらかを除外し変数の選択を行った。以上を
踏まえ、説明変数には BEE 値、敷地面積、建蔽率、階高、
最寄りバス停までの徒歩時間、最寄り駅までの徒歩時間、
公示地価を投入した。以上の変数を投入し、手順②となる
GWR を実行する。GWR は、地図にプロットされた各フ
ィーチャに対して回帰式を推定する。これらの回帰式は、
各ターゲットフィーチャのバンド幅内にあるフィーチャ
の目的変数と説明変数を組み込んで構築される。このバ
ンド幅は分析者が設定するものであり、GWR の結果はこ
のバンド幅の設定で少しずつ変わってくる。本報で扱う
横浜市の集合住宅は地域によって密度が異なる。そこで
本報では、決まったバンド幅を設定するのではなく、フィ
ーチャ密度の関数に従い範囲を変化させる設定とした
（フィーチャ密度が高い場合、バンド幅は小さくなり、フ
ィーチャ密度が低い場合、バンド幅は大きくなる）。手順
③の GWR の結果を確認し、問題がなければ各説明変数
の係数を地図化し、地域ごとの平均単価に与える影響を
確認していく。バンド幅内に含まれるフィーチャの数は
166 となり、赤池情報量基準は 4,978 となった。このモデ
ルの R2 値は 0.48 であり、48%が今回の変数で平均単価を
説明できていると解釈できる。 
手順④となる係数の地図化を行ったものを図 9 から図
12 に示す。BEE 値が平均単価に与える影響に関しては、
BEE 値を 0.5 上げることで平均単価は最大で 13.9 万円上
昇することが分かった（図 9）。この傾向は横浜市の中で
も川崎市に近い地域で確認された。一方で、地域によって
は BEE 値を向上させることが、平均単価に対してマイナ
スの影響を及ぼすことが明らかとなった。既往研究
[1][2][3]では、建築物の環境性能は賃料等に対しプラスの
影響を与えていたことから、今回の結果に関しては再度
精査する必要がある。 
最寄りバス停までの徒歩時間が平均単価に与える影響
に関しては、どの地域でも徒歩時間が伸びると平均単価 
 BEE 敷地面積 延床面積 建築面積 容積率 建蔽率 階高 最寄バス停 最寄駅 公示地価 
BEE 1 .333 .316 .356 -.131 -.168 .002 -.083 -.004 .023 
敷地面積 ** 1 .841 .930 -.529 -.497 -.200 .142 .205 -.336 
延床面積 ** ** 1 .828 -.118 -.172 .177 .100 .021 -.097 
建築面積 ** ** ** 1 -.476 -.439 -.167 .115 .170 -.280 
容積率 ** ** ** ** 1 .787 .666 -.129 -.368 .469 
建蔽率 ** ** ** ** ** 1 .458 -.137 -.329 .423 
階高  ** ** ** ** ** 1 -.063 -.234 .376 
最寄バス停  ** * * ** **  1 -.289 -.270 
最寄駅  **  ** ** ** ** ** 1 -.307 
公示地価  ** * ** ** ** ** ** ** 1 
**：相関係数は 1%水準で有意   *：相関係数は 5%水準で有意 
表 1 説明変数同士の相関分析結果 
図 9 平均単価に対する BEE 値の影響 
図 11 平均単価に対する公示地価の影響 
 
にマイナスの影響を与えることが確認された（図 10）。
バス停までの距離が長くなるほど平均単価が低くなるこ
とは、我々の経験則としても合致する。しかし、バス停ま
での徒歩時間が 1 分長くなることで、地域によっては最
大で 10.5 万円、最小で 2.8 万円平均単価が低くなってお
り、地域差が確認された。 
公示地価が平均単価に与える影響に関しては、どの地
域でも公示地価が上昇すると、平均単価も上昇すること
が明らかとなった（図 11）。しかし、横浜駅や新横浜駅
周辺、青葉区では、他の地域と比較して公示地価が平均単
価に与える影響が小さいことが分かった。 
敷地面積が平均単価に与える影響に関しては、地域に
よってプラスに働く地域とマイナスに働く地域に分かれ
た（図 12）。横浜駅や新横浜駅周辺などの横浜市の中心
地では、敷地面積が 10 坪増加すると、最大で 0.04 万円平
均単価が上昇することが確認された。一方で、中心地から
離れた地域では敷地面積が 10 坪増加すると、最大で 0.02
万円平均単価が降下することが分かった。 
図 10 平均単価に対するバス停までの徒歩時間の影響 
図 12 平均単価に対する敷地面積の影響 
 
（３）マルチレベル分析 
本節では、CASBEE の各評価項目のスコアが BEE 値に
与える影響度の解明を行う。しかし、本研究で収集したデ
ータは、自治体や建物用途によって評価結果の傾向が異
なることが分かっている。本研究のように、階層性のある
データを用いて分析を行う場合、それらを適切に扱うこ
とができるマルチレベル分析を用いることが有効である。
そこで、本節ではマルチレベル分析を用いて、自治体（集
団レベル）と Q1～LR3 のスコア（個別建築物レベル）の
階層構造を同時に扱い分析を行う。 
目的変数に各建築物の BEE 値、説明変数に自治体と各評
価項目（Q1、Q2、Q3、LR1、LR2、LR3）のスコアを投入
する。しかし、各自治体の影響を確認する際、建物用途の
影響を排除しなければならない。そこで本研究では、建物
用途は便宜的に集合住宅に限定し、建物用途の影響の排
除を行った。分析に用いる自治体は、平均 BEE 値が低い
自治体から順に（1. 京都市、2, 熊本県、3. 京都府、…）
のように値を与えた。また、分析手順に関しては清水の方
法[7]を参考に、①説明変数同士の相関分析（多重共線性
の考慮）、②級内相関係数によるデータの階層性の確認、
③マルチレベル分析の 3 段階で実施する。 
① 説明変数同士の相関分析 
説明変数に用いる変数間の相関を確認し、多重共線性
の発生リスクを確認する（表 2）。多重共線性が確認され
る場合は、各評価項目（Q1、Q2、Q3、LR1、LR2、LR3）
のスコアを説明変数として投入できなくなる場合が発生
し得る。そこで本節では、Pearson の相関係数および、重
相関係数を算出して極端に大きな値をとる組み合わせが
ないか確認した。相関分析の結果、Pearson の相関係数が
0.5 以上となった組み合わせは Q3-LR3 のみであった
（0.52**）。この Q3-LR3 の組み合わせの重相関係数の値
は 0.4 であったため、今回は全ての項目を説明変数へ投入
して分析を行う。 
② 級内相関係数によるデータの階層性の確認 
ICC（級内相関係数）を用いてデータの階層性の確認を
行う。ICC を算出するために、目的変数に自治体を投入
し、説明変数を投入しない Null モデルを作成し、値を求
めた。その結果、自治体の ICC は 0.9 であり、データの階
層性が確認された。 
③ マルチレベル分析 
以上より、本節で扱う単一用途（集合住宅）の階層性デ
ータ（6,453 件）にマルチレベル分析を適用させる。目的
変数は各建築物の BEE 値とし、集団レベルでの説明変数
は自治体、個別建築物レベルでの説明変数では各評価項
目（Q1、Q2、Q3、LR1、LR2、LR3）の 6 つのスコアを投
入し分析する。 
マルチレベル分析の結果を示す（表 3）。推定値は BEE
値に対する各説明変数の影響度を表し、1 単位当たりの変
化量を示す。個別建築物レベルの説明変数に着目すると、
LR の評価項目が BEE 値に与える影響度が大きいことが
確認された。これは、LR のスコアを 1 あげることで BEE
値が概ね 0.25 上昇することを意味する。一方で Q2 は LR
の評価項目と比較して、BEE 値に与える影響度は小さい
ことが確認された。 
次に、集団レベルの説明変数に着目すると、各評価項目
と比較して BEE 値に与える影響度は小さいことが確認さ
れた。しかし、ここでの 0.017 は平均 BEE 値が次に高い
自治体に建設を変更するときの影響度を意味することか
ら、条件によっては影響度は 0.017 よりも大きくなる。こ
れは自治体の特性を表していると換言でき、CASBEE の
評価項目や重み係数が自治体によって少しずつ異なって
いることが一因として考えられる。しかしながら、影響度
の大きさは大項目 6 つの方が大きいことが確認された。 
 
４． 結論 
本研究では、自治体が公表している CASBEE 評価結果
を収集し、その実態を把握するとともにデータを地図へ
落とし込み立地特性との関係性を明らかにした。また、マ 
表 2 説明変数同士の相関分析結果 
表 3 マルチレベル分析結果 
 
ルチレベル分析を用いて自治体および建物用途との関係
性を定量化した。今後の課題として、引き続き評価結果の
収集を行いデータベースの拡充を行うことが挙げられる。 
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 自治体 Q1 Q2 Q3 LR1 LR2 LR3 
自治体 1 .323** .372** .264** .128** .220** .193**
Q1 .323** 1 .356** .231** .206** .180** .228**
Q2 .372** .356** 1 .417** .224** .422** .375**
Q3 .264** .231** .417** 1 .178** .396** .521**
LR1 .128** .206** .224** .178** 1 .226** .243**
LR2 .220** .180** .422** .396** .226** 1 .259**
LR3 .193** .228** .375** .521** .243** .259** 1
 説明変数 推定値 標準誤差 有意水準 
集団レベル 自治体 0.017 0.001 *** 
個人レベル 
Q1 0.245 0.009 0.934 
Q2 0.189 0.015 *** 
Q3 0.208 0.009 *** 
LR1 0.316 0.009 *** 
LR2 0.302 0.016 *** 
LR3 0.281 0.013 *** 
赤池情報量基準（AIC） -9380.7 
